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第７章 設置計画案 
1. 北大東島 

(1) 設置候補地 

太陽光発電及び風力発電の設置候補地を以下に示す。 

 

 
図７-1 候補地位置図 

 

 
図７-2 候補地周辺見取り図  
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(2) 候補地の利用規制 

保安林地域：WT候補地、PV候補地Bが該当。保安林解除の手続きが必要。 
農用地区域：PV候補地Aが該当。開発行為について許可が必要。 
 

【凡 例】 

 

 
図７-3 北大東島土地利用規制図 
(出所：沖縄県地図情報システム) 

  

太陽光候補地A 2000kW 

風力候補地 245kW×2基 

太陽光候補地B 2000kW 
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(3) 太陽光発電 

太陽光発電設備規模は、2,000kW(DC2,400kW)で計画。結晶系Si、傾斜角 5°で配置確認済み。 
候補地は貯水場上部(候補地A)と残岩処理場(候補地B)の 2箇所で、最終の候補地選定は北大東

村にて行う。候補地情報（面積は推定値、いずれも村有地）は以下の通りである。 
 候補地A：幕内貯水池 上部水面約 45,500m2（1号 22,000m2+2号 23,500 m2） 
 候補地B：残岩処理場 上部平面約68,000m2（東側 30,000m2+中央18,000 m2+西側 20,000 m2） 
 

 
図７-4 候補地周辺見取り図 

 

 
図７-5 太陽光発電設備(候補地A貯水場上部)配置イメージ図 

 

 
図７-6 太陽光発電設備(候補地B残岩処理場)配置イメージ図 
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用地状況：候補地A幕内貯水池 

 
1号貯水池 2号貯水池 

図７-7 貯水池現況写真 
 
 
用地状況：候補地B残岩処理場 

 
残岩処理場全景 

  
残岩処理場上部南側 残岩処理場上部北側 

図７-8 残岩処理場現況写真 
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その他情報 
候補地A貯水池上部に高架式PV架台を設置する際には、十分な構造上の強度を有する必要がある。 

 設計荷重等については、下表に示す条件を満足するものであること。 
表７-1 設計荷重 

項目 設計条件 
1.地震荷重 ・地震地域係数 Z = 0.7 

・地震用途係数 I = 1.0 
・地盤種別 第 1種地盤 
・振動特性係数 Rt = 1.0 
・標準せん断係数 C0 = 0.30 

2.風荷重 ・基準風速 V0 = 46m/s 
・地表面粗度区分 区分Ⅱ 
・風力係数 風力係数は風洞試験により算出することを原則とす

るが、風洞試験を行わない場合は、建築基準法の表-6
「独立上家のCf 切妻屋根」の係数を採用できる。 

 ⇒正係数(Cf) = 0.6 、負係数(Cf) =－1.0 を採用。 
3.積雪荷重 考慮しない 
4.モジュール荷重 フレーム自重 採用する部材の単位重量（N/㎡）を採用 

 

 
図７-9 高架式PV架台設計図  
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(4) 風力発電 

H25年度県調査事業における計画を変更し、北西部に可倒式風車245kW×2基で計画する。 
候補地選定においては、村有地であり、最寄りの民家との離隔 400m を確保（波照間島及び南

大東島での実績同等）できる地点とした。本計画について村の同意を得ている。 

 

 
図７-10 候補地周辺見取り図 

 
用地状況（右写真）⇒ 

  （残岩処理場からの眺望） 
  赤枠が風車位置を示す。 
  用地は北側に向け傾斜している。 
 

 
図７-11 風力発電設備配置イメージ図  
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(5) 連系線路 

北大東電業所までの WT 専用線を新設する必要がある。PV 専用線は WT 専用線に共架する計画

とする。但し、詳細仕様等は設置時に沖縄電力㈱との調整が必要。 

 

 
図７-12 連系線路ルート図 

 
●新設WT専用線路 
線路長約2,800m 

 
●新設PV専用線路 
（候補地A 貯水場上部） 
線路長約1,300m 

 
●新設PV専用線路 
（候補地B残岩処理場） 
線路長約2,800m  

 
図７-13 連系線路ルート図詳細  
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(残岩処理場) 



44 

(6) エネルギー変動対策 

当初計画（H25年度県調査事業結果）の通り、電業所内隣地に設置予定。 

但し、地主との借地料の交渉が必要である。 

今回計画は、離島電業所での導入実績が多く、産業用蓄電池として実績が長い鉛蓄電池を選択

した。但し、実際の設置の際に価格等条件が合う場合は、鉛蓄電池に限定しない場合もある。 

鉛蓄電池をコンテナに搭載し、増設等が容易な方法を選択した。鉛蓄電池のエネルギー密度及

び効率、充放電効率は他の蓄電池に比べ低いため、比較的多くの容量及び設置面積が必要である。

（つまり他の蓄電池は今回計画面積以下で設置可能である） 

 

 

図７-14 候補地周辺見取り図 
 

 
図７-15 蓄電池設備配置イメージ図  

北大東電業所 

蓄電地設備 
候補地 
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(7) 太陽光発電事業収支計画 

今回調査にて概略想定した条件にて太陽光発電事業に関わる収支計画を以下に示す。 

試算は候補地A貯水場上部の場合のみ。候補地B残岩処理場の場合は、良好傾向になる見込み。 
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